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一般社団法人 日本電設工業協会

平成２７年度「市町村における分離発注の現状と今後の方針」調査結果



1

一括発注→
　分離発注

北 海 道 179 173 6 0 173 0 5 1
青 森 40 36 1 3 36 0 1 3
岩 手 33 29 3 1 29 0 3 1
秋 田 25 20 2 3 20 0 2 3
宮 城 35 28 1 6 28 0 1 6
山 形 35 33 2 0 33 0 2 0
福 島 59 35 1 23 35 0 1 23
石 川 19 19 0 0 19 0 0 0
富 山 15 14 1 0 14 0 1 0
福 井 17 11 6 0 11 0 6 0
群 馬 35 21 4 10 21 0 4 10
栃 木 25 10 2 13 12 0 1 12
茨 城 44 33 4 7 33 0 4 7
埼 玉 63 28 6 29 28 0 6 29
千 葉 54 46 2 6 46 0 2 6
東 京 53 39 4 10 39 0 3 11
神 奈 川 33 24 8 1 24 0 8 1
長 野 77 27 7 43 27 0 7 43
新 潟 30 28 0 2 28 0 0 2
山 梨 27 15 7 5 15 0 7 5
静 岡 35 33 2 0 33 0 2 0
愛 知 54 31 11 12 31 2 7 14
三 重 29 16 11 2 16 1 11 1
岐 阜 42 26 4 12 26 0 4 12
滋 賀 19 15 4 0 15 3 1 0
京 都 26 17 9 0 17 2 6 1
奈 良 39 7 22 10 7 4 18 10
大 阪 43 25 18 0 25 0 18 0
和 歌 山 30 18 12 0 18 4 8 0
兵 庫 41 16 24 1 16 0 24 1
岡 山 27 9 18 0 9 2 16 0
島 根 19 12 7 0 12 2 5 0
鳥 取 19 16 1 2 16 0 1 2
広 島 23 18 4 1 18 0 4 1
山 口 19 16 1 2 16 0 1 2
香 川 17 15 0 2 15 0 0 2
徳 島 24 7 14 3 7 5 12 0
愛 媛 20 15 3 2 15 3 2 0
高 知 34 23 6 5 21 2 6 5
福 岡 60 41 11 8 39 1 13 7
大 分 18 18 0 0 18 0 0 0
佐 賀 20 16 4 0 16 0 4 0
熊 本 45 44 1 0 44 0 1 0
長 崎 21 21 0 0 21 0 0 0
宮 崎 26 23 3 0 23 1 2 0
鹿 児 島 43 42 1 0 42 1 0 0
沖 縄 41 41 0 0 41 0 0 0

合 計 1,732 1,250 258 224 1,248 33 230 221

構 成 比 100% 72% 15% 13% 72% 2% 13% 13%

(注)　東京都内６２市区町村中、離島の９町村分は含まない。
       

その他 分離発注維持 一括発注維持 その他

平成２７年度｢市町村における分離発注の現状と今後の方針｣調査結果

(一社)日本電設工業協会

都道府県 市町村数
現     状 今後の方針

原則分離発注 原則一括発注



2

一括発注→
　分離発注

北 海 道 179 173 6 0 173 0 3 3
青 森 40 36 1 3 36 0 1 3
岩 手 33 29 3 1 29 0 3 1
秋 田 25 20 2 3 20 0 2 3
宮 城 35 30 5 0 30 0 5 0
山 形 35 34 1 0 34 0 1 0
福 島 59 38 5 16 38 0 5 16
石 川 19 18 1 0 18 0 1 0
富 山 15 14 1 0 14 0 1 0
福 井 17 11 6 0 11 0 6 0
群 馬 35 21 4 10 21 0 4 10
栃 木 25 13 2 10 13 0 2 10
茨 城 44 20 6 18 20 0 6 18
埼 玉 63 28 6 29 28 0 6 29
千 葉 54 46 5 3 46 0 3 5
東 京 53 45 2 6 45 0 2 6
神 奈 川 33 26 7 0 26 0 7 0
長 野 77 27 11 39 27 0 11 39
新 潟 30 28 0 2 28 0 0 2
山 梨 27 15 7 5 15 0 7 5
静 岡 35 33 2 0 33 0 2 0
愛 知 54 33 11 10 33 4 7 10
三 重 29 11 11 7 11 0 11 7
岐 阜 42 27 4 11 27 0 4 11
滋 賀 19 15 4 0 15 0 4 0
京 都 26 18 8 0 18 2 6 0
奈 良 39 7 22 10 7 4 18 10
大 阪 43 25 18 0 25 3 15 0
和 歌 山 30 17 12 1 17 4 9 0
兵 庫 41 16 24 1 16 0 24 1
岡 山 27 9 18 0 9 2 16 0
島 根 19 12 7 0 12 2 5 0
鳥 取 19 16 1 2 16 0 1 2
広 島 23 18 4 1 18 0 4 1
山 口 19 16 1 2 16 0 1 2
香 川 17 15 1 1 15 0 0 2
徳 島 24 6 13 5 6 8 10 0
愛 媛 20 15 3 2 15 3 2 0
高 知 34 21 8 5 21 0 8 5
福 岡 60 39 15 6 39 2 13 6
大 分 18 18 0 0 18 0 0 0
佐 賀 20 16 4 0 16 0 4 0
熊 本 45 44 1 0 44 0 1 0
長 崎 21 21 0 0 21 0 0 0
宮 崎 26 23 3 0 23 1 2 0
鹿 児 島 43 42 1 0 42 1 0 0
沖 縄 41 41 0 0 41 0 0 0

合 計 1,732 1,246 277 209 1,246 36 243 207

構 成 比 100% 72% 16% 12% 72% 2% 14% 12%

(注)　東京都内６２市区町村中、離島の９町村分は含まない。
       

その他 分離発注維持 一括発注維持 その他

平成２６年度｢市町村における分離発注の現状と今後の方針｣調査結果

(一社)日本電設工業協会

都道府県 市町村数
現     状 今後の方針

原則分離発注 原則一括発注
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調 査 結 果 の コ メ ン ト

（前年度との比較を中心に）

１　現　状

　　　・原則分離発注 1,246  (72%) 1,250  (72%)

　　　・原則一括発注 277  (16%) 258  (15%)

　　　・そ   の   他 209  (12%) 224  (13%)

計 　 1,732 1,732

２　今後の方針

　　　・分 離 発 注 1,250  (72%) 1,248  (72%)

(1,246)  (72%) (1,246)  (72%)

1,281  (74%)

（1,282） (74%)

　　　・一 括 発 注 258  (15%)  ( 2%)

(277)  (16%)  ( 2%)

　  (13%)

 (14%)

(注)　1.東京都内62市区町村中、離島の9町村分は含まない。

　 　 2.下段は前年度を示す。

２６年度 ２７年度

現　　状 今　　後

一括発注維持

分離発注 33 

(36) 

230

  (243) 
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（１）後退とみられるもの

①　東　京

　　　・分　　　離 45(85%) → 39(74%) △  6(△11%)

　　　・一　　　括  2( 4%) →  4( 8%) ＋  2(＋ 4%)

②　栃　木

　　　・分　　　離 13(52%) → 10(40%) △ 3(△12%)

　　　・そ　の　他 10(40%) → 13(52%) ＋ 3(＋12%)

（２）分離発注の割合が高いもの（分離発注の割合が95%以上）

　　石　川(100%)、大　分(100%)、長　崎(100%)、沖　縄(100%)

　     熊　本( 98%)、鹿児島( 98%)、北海道( 97%)

　

（３）分離発注の割合が低いもの（分離発注の割合が30%未満）

　　奈　良(18%)、徳　島(29%)

　
　

３　都道府県別の特記事項
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件 数
構成
比

件 数
構成
比

件 数
構成
比

件 数
構成
比

件 数
構成
比

件 数
構成
比

件 数
構成
比

Ｈ23 1,611 1,143 71% 299 19% 169 11% 1,146 71% 57 4% 238 15% 170 11%

Ｈ24 1,730 1,275 74% 291 17% 164 9% 1,262 73% 42 2% 256 15% 170 10%

H25 1,733 1,254 72% 289 17% 190 9% 1,254 72% 41 2% 260 15% 178 10%

H26 1,732 1,246 72% 277 16% 209 12% 1,246 72% 36 2% 243 14% 207 12%

H27 1,732 1,250 72% 258 15% 224 13% 1,248 72% 33 2% 230 13% 221 13%

(注)電設協「市町村における分離発注の現状と今後の方針調査」による
    東京都内62市区町村中、離島の9町村分は含まない

　　　　　　　市町村における分離発注の状況

Ａ．原則分離発注を実施している市町村の割合（平成２７年度、都道府県別）

Ｂ．直近５ヵ年の推移

年度 市町村
総数

現     状 今後の方針
原則分離発注 原則一括発注 その他 分離発注維持 一括発注→分離発注 一括発注維持 その他

:

:

:

＜凡例＞

全市町村の８０％以上が
実施している都道府県

全市町村の６０％以上８０％未満が
実施している都道府県

全市町村の６０％未満で
実施している都道府県

村数当該都道府県内の市町

している市町村数　　　原則分離発注を実施

北海道 

青森県 

岩手県 

宮城県 

秋田県 

山形県 

福島県 

茨城県 
栃木県 

群馬県 

埼玉県 

千葉県 
東京都 

神奈川県 

新潟県 

富山県 
石川県 

福井県 
山梨県 

長野県 
岐阜県 

静岡県 
愛知県 

三重県 

滋賀県 
京都府 

大阪府 
兵庫県 

奈良県 

和歌山県 

鳥取県 島根県 
岡山県 

広島県 山口県 

徳島県 
香川県 

愛媛県 

高知県 

福岡県 佐賀県 
長崎県 

熊本県 

大分県 

宮崎県 

鹿児島県 

沖縄県 
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